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①総合評価（優れている） 73.5 71.0 79.3
②研修テーマに合致 62.2 55.1 79.3
③わかりやすかった 76.5 73.9 82.8
④おもしろかった 24.5 20.3 34.5
⑤興味・関心が高まった 21.4 15.9 34.5
⑥有益な知識・情報 55.1 52.2 62.1
⑦視野が広がった 31.6 26.1 44.8
⑧意欲が喚起された 51.0 46.4 62.1
た、日常の実践に活用できるスキルや考え方が身
に付いた、という意見は多くない。
（３）研究に取り組むうえで参考にしたものは他校の
研究紀要や自分たちの経験則が多い。次いで多い
のは学習指導要領や解説、講師の指導内容であり、
専門書等を参考にしている人は少ない。
（４）教育委員会では学力関連の内容（授業力向上、
思考力・判断力・表現力などの育成）を校内研究
に期待している。
（５）各学校でも、学力に関する研究主題を設定し、
教師の指導力・授業力の改善を目的とした研究が
多い。
（６）回答した管理職の約半数は、適切な指導・助言
者・講師の確保を課題として捉えている。講師招
聘に必要な予算の不足も指摘されている。
５－３　調査結果と関連づけて
　これらの調査結果と照合すると、筆者たちの研修支
援の特徴はいっそう明確になる。
　筆者たちの支援で扱う内容は、「学習指導」に特化し
ている。これは教育委員会レベルでも、学校レベルで
も、そして教員個々人のレベルでも、もっとも期待さ
れ必要と感じられているテーマである。
　研究を進めるうえで参考にされやすいのは、他校の
紀要や自分たちの経験則、あるいは学習指導要領とそ
の解説である。ここから、理論的な情報が乏しい中で
研修を進めている様子が推測される。筆者たちの講演
に出席したある小学校教員は、次の感想を記していた。
　「教育学にしろ心理学にしろ、私たちが学習指導する
うえでの、バックボーンとなる発想が必要であること
に気づかされた。課題を解決するためのバックボーン
を研修したい。」
　この「バックボーンとなる発想」というのは、理論
的な筋道と考えてよいだろう。ちなみに５－２で紹介
した教育調査研究所（2010）の『研究紀要』を見ると、
校内研究の内容・方法の一つに「理論研究」をあげ、
その手がかりになる文献が紹介されている（上掲書p.
43）。ところがそこにあがっている学習指導・学習評価
関連の文献24件のうち、10年以内（2000年以降）に刊
行されたものは７件に過ぎない。筆者たちが依拠して
いる教育心理学・認知心理学・学習科学の分野では近
年、教育実践に直結する知見が急速に蓄積されている。
こうした内容の新しさも、研修支援に対する評価に反
映されていると思われる。心理学の最近の知見に関心
を持ち、関連する書籍等を参考にしてくれる教員が増
えることを期待する。
　もちろん筆者たちの支援は、学術的な理論や知見に
偏したものではない。研究の成果は実践と結びつけて
紹介している。実践についても、付箋を使った言語活
動の様子を示したり、教員が作成したワークシートを
紹介するなど、具体的な内容にしている。先に述べた
ように、参加者に少人数グループで活動をしてもらう
こともある。さらに前もって各校の取り組みを把握し、
それに応じた内容を取り入れるようにもしている。こ
うしたことが、現場の先生方にとって、実践に役立ち
そうだという評価につながると期待される。筆者たち
の調査でも、実践への意欲が喚起されたという回答が
約半数から得られている。
　最後に、筆者たちの支援については、こちらから様々
なルートで情報を発信し呼びかけている。また、学校
側に予算面の負担をかけないものである。管理職の多
くが講師の確保を課題としている現状から、この点も
重要なポイントである。
５－４　今後の課題
　研修の「広がり」と「深まり」という視点から、今
後の課題を整理しよう。
（１）さらに広げるために
　アンケート項目の⑨で、「今後こういう機会があれば
どういう内容を期待したいか」を問うた。ここに何ら
かの希望を記入したのは52名（全体の53.1％）であっ
た。具体的に見ると、学習指導に関連してさらに焦点
化した内容（例、児童の意見交流のさせ方、学力差へ
の対応、個に応じた指導と一斉指導、国語科での文法
の指導）を求める意見の他に、学級経営、生徒指導、
問題行動への対処、学習障害や発達障害の児童生徒へ
の支援、キャリア教育、保護者への対応など、幅広い
ニーズのあることがわかった。
　教育調査研究所（2010）の報告でも、校内研究は「心
の教育や体力・健康教育に関する研究主題は少なく、
バランスを欠いている」（p.28）と指摘されている。
　こうした幅広いニーズに対応することは、当然、筆
者たちだけでは不可能である。幸い教職大学院の教員
の専門領域は、こうしたニーズを十分カバーできる。
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そこで、教職大学院全体で校内研修支援のメニューを
作成し、県教委や市町村教委等を通じて学校現場の要
望に応えていくという方策も考えられる。
　ただし希望が多い場合には応えきれない。現在まで
は学校単位の開催であり、参加人数も少なかったが、
教育委員会を通じて前年度から研修支援の情報を流せ
ば、複数校で合同開催を企画し、より多くの先生方に
参加して頂くことも可能になるだろう。その一例とし
て、筆者たちが25年８月に多野郡で実施した講演は、
多野郡教育研究会の主催によるものであり、郡内の４
つの小中学校から31名が参加したことを記しておく。
（２）さらに深めるために
　校内研修での一回限りの講演は、いわば「サンプル」
である。受講者の中には、「確かにそうだろうが、自分
たちの実際の授業でどう具体化していけばよいだろう
か？」という感想を抱いた方もおられたと思われる。
教職大学院の指導においても痛感されることだが、理
論や研究成果、あるいは他者の優れた実践を自分の授
業実践に生かすことは、簡単そうで難しい。クラスの
実態、それまでの学習履歴、先生自身の指導スタイル
などを踏まえたうえで、時間をかけて取り組まなけれ
ばならないからだ（佐藤，2013）。そこで、各学校の研
究授業などを予め参観させて頂きそれと関連づけた支
援を提供したり、教員と筆者たちが協力して研究授業
を構想する、といった一歩踏み込んだ取り組みも考え
られる。
　また、授業実践の工夫だけでなく、その有効性の検
証まで行おうとしたときに、現場の教員には必要な知
識や発想が不足していることが多い。そのため「どう
仮説を立てるか」という点で無益な協議を重ねたり、
「どう検証するか」という点が不明確なまま実践を重
ねてしまうということも起きてしまう。筆者たちは心
理学における検証の論理をベースに、それを現場でど
う生かすかということについて一定の知見を蓄積して
おり（佐藤，2013）、こうした内容に関わっての支援も
可能である。教育調査研究所（2010）の調査では、小
中学校教員ともに「校内研究に参加していて困ったこ
と」のトップに「研究紀要や資料作りが大変だ」とい
（さとう　こういち・たけい　ひであき）
う意見があがっている（小学校で34.3％、中学校で28.
8％）。筆者たちが研究のコツを伝え検証の道筋をナビ
ゲーションすることは、こうした課題の解消にもつな
がるだろう。
　「校内研修」は「やらされ感」「形式化・形骸化」と
いう否定的なニュアンスで語られることも多い。受講
者にとっての新たな視点や、実践の意味づけにつなが
る知見を提供でき、実践への意欲を高める機会となる
よう、さらに工夫をこらしていきたい。今後は、こう
した校内研修支援の試みが、実際の授業実践にどのよ
うに反映され、それが児童生徒の学力向上につながっ
たかという検証も必要である。
文　献
河村茂雄（1999）．教育心理学と実践活動：校内研究と教育心理
学　教育心理学年報，38，169-179．
国立教育政策研究所（2008）．平成20年度全国学力・学習状況調
査解説資料　小学校　算数
教育調査研究所（2010）．校内研究の実態と充実のための方策　
教育調査研究所研究紀要第90号
文部科学省（2008）．小学校学習指導要領解説　総則編　東洋館
出版社
佐藤浩一（編著）（2013）．学習の支援と教育評価－理論と実践の
協同　北大路書房
佐藤浩一・入澤充・所澤潤・山口陽弘・山崎雄介・石川克博・岩
澤和夫（2011）．教職大学院におけるティーム・ティーチング
―実践と評価、今後の課題―　群馬大学教育実践研究，28，
241-266．
清水和夫・入澤充（2011）．学校と保護者・地域のいい関係づく
り　公開シンポジウム報告書
山崎雄介・岩澤和夫（2013）．教職大学院「課題研究」を通じた
校内研究・授業力向上の支援　群馬大学教育実践研究，30，
179-187．
（注）本稿は平成24年12月15日に開催された公開シンポジウム
「学び続ける教師像の実現に向けて～大学と教育委員会の
実践～」（主催：国立大学法人群馬大学と群馬県教育委員会
との連携に係る協議会）での報告「教職大学院による校内研
修支援の試み」をもとに、25年度に実施した校内研修支援の
内容やアンケート結果等もふまえて、加筆したものである。
佐藤浩一・武井英昭162
